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2注１）平成１５年度電力供給計画、注２）実耐用年数４０年と仮定、注３）実耐用年数５０年と仮定、注４）商用化は２０１５年度以降の予定。

１－１．ＣＣＴの国内導入可能性１－１．ＣＣＴの国内導入可能性

○新技術の信頼性○新技術のコスト高・信頼性
○ＬＮＧに比べ依然多い単位電力量

当たりＣＯ２排出量

○高効率化を図りつつ一定の石炭シェア
を確保し、エネルギーベストミックスを
達成

課題（留意点）

ＳＣＯＰＥ２１（従来比約20％の省エネ）ＵＳＣ（従来比約５％の省エネ）

ＩＧＣＣ注４
（従来比約20％の省エネ）

導入可能ＣＣＴ

約３，１００万トン注３

（現設備容量の９５％超に相当）

約１，１００万ｋｗ注２

（現設備容量の約３割に相当）

ﾘﾌﾟﾚｰｽ可能性
（～２０３０年）

？約９８０万ｋｗ 注１新設計画

約３，２００万トン

（計４４基平均約７０万トン）

３，３７７万ｋｗ

（計７８基平均約４５万ｋｗ）

２００２年度末

設備容量

鉄鋼分野（コークス炉）電力分野（石炭火力発電）

○ 国内石炭需要の約４割ずつを占める電力分野及び鉄鋼分野においては、それぞれ以下の
ようなＣＣＴの導入可能性があるほか、その他の分野においても、石炭ガス化による発電と化
学原料・水素原料の併産（２０２０年以降）等が期待される。

○ 国内石炭需要の約４割ずつを占める電力分野及び鉄鋼分野においては、それぞれ以下の
ようなＣＣＴの導入可能性があるほか、その他の分野においても、石炭ガス化による発電と化
学原料・水素原料の併産（２０２０年以降）等が期待される。
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○石炭の利用にあたっては、環境に調和した石炭利用技術（クリーン・コール・テクノロジー：ＣＣＴ）の開発・普
及が不可欠。

○石炭の利用にあたっては、環境に調和した石炭利用技術（クリーン・コール・テクノロジー：ＣＣＴ）の開発・普
及が不可欠。

環境負荷低減
（ＣＯ２削減等）

石炭灰の
処理

新たな石炭活
用の可能性課題

その他

一般産業

鉄鋼分野

電力分野

クリーン・コール・テクノロジー（ＣＣＴ）の開発・普及（国内～途上国）

（ボイラーの熱効率向上技術については、
実用化を相当程度実現）

・石炭高度転換コークス製造技術
（ＳＣＯＰＥ２１） 等

・石炭改質
技術 等

・石炭無灰
化技術

・石炭灰の
建設・土
木分野活
用技術

・石炭灰溶
融繊維化
技術 等

（ＳＯｘ、ＮＯｘ削減
などの大気汚染
対策技術につい
ては、実用化・
国内普及を相当
程度達成）

・コプロダクション

（石炭ガス化技術、
化学原料併産型石
炭熱分解技術等）

・製鉄プロセス利用
水素製造技術

・石炭利用ＣＯ２回収
型水素製造技術

・ＣＯ２分離・
回収技術

・ＣＯ２固定化
技術

（海洋・帯水
層・炭層）

・石炭ガス化複合発電技術（ＩＧＣＣ）

・石炭ガス化燃料電池複合発電技術
（ＩＧＦＣ）

・高度加圧流動床燃焼技術（A-PFBC）

・超々臨界圧発電技術（ＵＳＣ） 等

目的 大気汚染
対策技術

ＣＯ２回収・
固定技術

効率向上に資する技術
低品位炭
の有効利

用

電力分野

鉄鋼分野

その他
一般産業

１－２．環境に調和した石炭利用技術１－２．環境に調和した石炭利用技術((ＣＣＴＣＣＴ))の体系の体系

資源制約

原燃料への
転換技術

石炭灰の
無灰化・
有効利用



4

38

39

40

41

42

1980 1985 1990 1995 2000

発
電

端
効

率
（
％

）

38.86

41.13

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1980 1985 1990 1995 2000
年度

発
電

容
量

シ
ェ

ア
○ 我が国では、超臨界圧発電技術（ＳＣ）、超々臨界圧発電技術（ＵＳＣ）の実用化・導入により、

１９８０年度から２０００年度にかけて石炭火力の発電効率（発電端）が約２．３％向上。

○ 我が国では、超臨界圧発電技術（ＳＣ）、超々臨界圧発電技術（ＵＳＣ）の実用化・導入により、
１９８０年度から２０００年度にかけて石炭火力の発電効率（発電端）が約２．３％向上。

１－３．ＣＣＴの普及実績と効果（電力分野）１－３．ＣＣＴの普及実績と効果（電力分野）

【過去２０年間の石炭火力の発電効率と発電方式の推移】

出典：資源エネルギー庁調べ

亜臨界圧（C）
（発電効率（発電端）

37.4～40.7％）

超臨界圧（SC）
（発電効率（発電端）

40.1～42.7％）

超々臨界圧
（USC）

（発電効率（発電端）

41.5～43.0％）
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１－４．ＣＣＴの概要１－４．ＣＣＴの概要(1) (1) ＵＳＣ、ＩＧＣＣ（電力分野）ＵＳＣ、ＩＧＣＣ（電力分野）

☆建設費 ２７万円以下／ｋＷ 注１）

現状（微粉炭火力）
送電端効率：39％

石炭

（ＩＧＣＣ）
送電端効率：46～48％

石炭ガス化炉石炭

（ガス）

（排ガス）

蒸気タービン

ガスタービン

発電
蒸気タービン

【超々臨界圧発電（ＵＳＣ）】 【石炭ガス化複合発電システム （ＩＧＣＣ）】

発電

発電

温度・圧力向上 石炭ガス化

（ＵＳＣ）
送電端効率：41％

【単位発電量当たりＣＯ２排出量】

※ 排出係数（石炭：379.28、石油：296.81、LNG：206.76{g-CO2/1000kcal}）、現行火力の発電効率
（送電端）（石炭火力：39％、石油火力：36％、ＬＮＧ複合火力：44％）

※※ＵＳＣの発電効率は41％、ＩＧＣＣの発電効率は48％（送電端、設計値）と仮定。

【現状】

石炭

発電

☆建設費 ２７．２万円／ｋＷ 注１，２） ☆建設費 ２９万円／ｋＷ （目標） 注１）

☆発電単価 ＵＳＣと同等水準 （目標）

ボイラー

蒸気タービン

ボイラー

（蒸気） （蒸気）

☆発電単価 ５．９円／ｋＷｈ 注２）

注１） 建設費には設備費に加え
て土木工事等付帯費用を含む

注２） 過去５年間の実績値（電気
事業連合会調べ）

約２０％の
ＣＯ２削減効果

（g-CO２／kWh）
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１－４．ＣＣＴの概要１－４．ＣＣＴの概要(2) (2) ＳＣＯＰＥＳＣＯＰＥ2121（鉄鋼分野）（鉄鋼分野）

○ 次世代コークス炉（ＳＣＯＰＥ２１）は、事前処理の導入によりコークス製造工程における一層の
省エネルギーを実現し、既存のコークス炉と比べてコークス製造に係るエネルギーを約２割削減。

○ 次世代コークス炉（ＳＣＯＰＥ２１）は、事前処理の導入によりコークス製造工程における一層の
省エネルギーを実現し、既存のコークス炉と比べてコークス製造に係るエネルギーを約２割削減。

【現状】 【ＳＣＯＰＥ２１炉】

石炭 コークス

コークス炉
石炭 コークス

コークス炉事前処理設備

設備のコンパクト化
省エネルギー事前処理の導入

現行プロセス

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

（
M

ca
l／

t-c
oa

l）

0
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燃料ガス
600

電力70

総合
ｴﾈﾙｷﾞｰ

399

燃料ガス
460

電力133

総合
ｴﾈﾙｷﾞｰ

316

CDQ
回収蒸気

▲271
CDQ

回収蒸気

▲277

ＳＣＯＰＥ２１

２１％の省エネルギー
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廃プラ

○ 石炭ガス化技術を核として新たなエネルギー・物質生産システムを構築し、異業種間の融合
的な取り組み（コプロダクション）を実施することにより、個別分野単独では成し得なかった一層
の高効率化を達成することが可能。

○ 石炭ガス化技術を核として新たなエネルギー・物質生産システムを構築し、異業種間の融合
的な取り組み（コプロダクション）を実施することにより、個別分野単独では成し得なかった一層
の高効率化を達成することが可能。

１－４．ＣＣＴの概要１－４．ＣＣＴの概要(3) (3) 石炭ガス化（新たな分野）石炭ガス化（新たな分野）

ガス化炉

電気
石炭

ボイラー

コークス炉

発電所

ＤＭＥ製造
プラント

化学工場

地域熱暖房

ＤＭＥ

化学製品

水素水素製造
プラントバイオマス

一般
消費者へ

石炭

製鉄所 鉄鋼製品
コークス

蒸気

ガス

ガス
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１－５．１－５．COCO22固定化（我が国の取り組み）固定化（我が国の取り組み）

○ 発電所等の大規模発生源から排出される二酸化炭素を効率的に回収し、地中や海中に隔離する技術は、
地球温暖化問題の解決に向け中長期的に重要な技術。

○ 化石燃料とりわけ安定供給上優れた燃料である石炭を利用しやすくするという意味で、エネルギー安定供
給の観点からも重要な意義。2020年度以降の実用化を想定。

＜課題＞
①全体コスト（6,000～8,000円／CO2トン）の約60～70％を占めるCO2分離・回収コストを低減するための技術
確立が必要。
②海洋固定については、特に環境影響評価技術の確立や国際的・社会的合意形成が必要。

○ 発電所等の大規模発生源から排出される二酸化炭素を効率的に回収し、地中や海中に隔離する技術は、
地球温暖化問題の解決に向け中長期的に重要な技術。

○ 化石燃料とりわけ安定供給上優れた燃料である石炭を利用しやすくするという意味で、エネルギー安定供
給の観点からも重要な意義。2020年度以降の実用化を想定。

＜課題＞
①全体コスト（6,000～8,000円／CO2トン）の約60～70％を占めるCO2分離・回収コストを低減するための技術
確立が必要。
②海洋固定については、特に環境影響評価技術の確立や国際的・社会的合意形成が必要。

（発電所、鉄鋼プラント等）

CO2排出源

排出
CO2濃度

22％

分離回収
CO2濃度

99％

脱炭した後のガス
CO2濃度2％

＜分離回収＞

＜輸送＞

・地上：パイプライン

液化（長距離）

・海上：液化ＣＯ２輸送船

＜分離・回収＞

・化学吸収法

・物理吸着法

・膜分離法

＜隔離・固定化＞

海上施設より圧入

タンカー輸送

分離・回収

パイプライン輸送

溶解
拡散

地中帯水層
石炭層

キャップロック （不透水層）

ＣＯ２

ＣＯ２

地上設備より圧入

＜隔離・貯留＞

・地中：帯水層

石炭層

・海洋：溶解・拡散

ハイドレード（海底）
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１－６．ＣＣＴ導入による１－６．ＣＣＴ導入によるＣＯＣＯ２２削減効果（試算）削減効果（試算）

○ 一定の仮定を置いて試算すると、電力及び鉄鋼分野におけるＣＣＴ導入により、２０３０年
度には最大で炭素換算約４００万トンのＣＯ２排出量削減が可能。

○ 一定の仮定を置いて試算すると、電力及び鉄鋼分野におけるＣＣＴ導入により、２０３０年
度には最大で炭素換算約４００万トンのＣＯ２排出量削減が可能。

高効率石炭火力（ＵＳＣ、ＩＧＣＣ）及び高効率コークス炉（SCOPE21）の

導入によるＣＯ２削減効果

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

石炭起源ＣＯ２排出量

（炭素換算万トン）

非ＣＣＴケース

ＣＣＴ導入ケース
約４００万トン
（炭素換算）

＜前提条件＞

・ＣＯ２排出量は、石炭消費量にＣＯ２排出係数を乗じることで算出。

・石炭消費量は、2001年度までは実績値、2002年度以降は以下の仮定に基づく試算値。
　　電力分野：発電設備容量は、2012年度までは、平成１５年度電力供給計画に基づき設備が新設される
　　　　　　　　ことで増加。2013年度以降新設はなく、発電設備容量は2030年度まで一定（リプレースのみ）。
　　　　　　　　発電量は2012年度まで平成１５年度電力供給計画ベース、2013年度以降は2020年度まで
　　　　　　　　年率１．２％、2021年度以降年率０．３％の伸び。
　　　　　　　　建設後４０年（一部５０年）経た石炭火力発電設備は順次すべて同容量の高効率石炭火力
　　　　　　　　発電設備（ＵＳＣ（～2014）又はＩＧＣＣ（2015～）にリプレース。発電効率（送電端）はリプレース
　　　　　　　　対象設備３９％、ＵＳＣ４１％、ＩＧＣＣ４８％と仮定。
　　鉄鋼分野：建設後５０年経たコークス炉は順次すべて高効率コークス炉（ＳＣＯＰＥ２１）にリプレース。
　　　　　　　　ＳＣＯＰＥ２１による省エネ量（従来比２１％減）を、石炭火力発電により得られる同量のエネル
　　　　　　　　ギーの削減に換算。

約11,300

約10,900
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【普及を見通す際のポイント】
○ＩＥＡの試算によれば（注１）等、急増している電力需要に対応するためには、毎年、1200～2000万ｋW程度の石

炭火力発電設備（現在の日本の石炭火力発電設備の約４～６割に相当）の増設が必要。
○粗鋼生産が今後も過去３年間と同様の勢い（注２）で伸び続ければ、粗鋼生産の増加に対応するためには、

毎年、年産１５百万トン程度のコークス炉（現在の日本のコークス炉の約４割に相当）の増設が必要。
注１） World Energy Outlook 2002は、石炭火力発電設備が1億9900万kW（1999年）から6億9600万kW（2030年）に増加すると試算。
注２） 年平均約３千万トン増加しており、2003年は約２．２億トンに達する見込み。

【普及を見通す際のポイント】
○ＩＥＡの試算によれば（注１）等、急増している電力需要に対応するためには、毎年、1200～2000万ｋW程度の石

炭火力発電設備（現在の日本の石炭火力発電設備の約４～６割に相当）の増設が必要。
○粗鋼生産が今後も過去３年間と同様の勢い（注２）で伸び続ければ、粗鋼生産の増加に対応するためには、

毎年、年産１５百万トン程度のコークス炉（現在の日本のコークス炉の約４割に相当）の増設が必要。
注１） World Energy Outlook 2002は、石炭火力発電設備が1億9900万kW（1999年）から6億9600万kW（2030年）に増加すると試算。
注２） 年平均約３千万トン増加しており、2003年は約２．２億トンに達する見込み。

２－１．中国における我が国ＣＣＴの普及可能性２－１．中国における我が国ＣＣＴの普及可能性

【我が国CCTの普及可能分野】

（注） ＣＤＱ：コークス炉乾式消火設備 ＤＭＥ：ジメチルエーテル ＣBＭ：炭層メタンガス
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中国における高効率石炭火力発電（ＵＳＣ、ＩＧＣＣ）の導入効果
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3.00
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5.50

6.00

石炭起源ＣＯ２排出量

（炭素換算100万トン）

石炭起源ＣＯ２排出

原単位（万t-c/億kWh）

非ＣＣＴ（ＳＣ導入）ケース

石炭起源ＣＯ２排出量（左軸）

ＣＣＴ導入ケース

石炭起源ＣＯ２排出量（左軸）

ＣＣＴ導入ケース

石炭起源ＣＯ２排出原単位（右軸）

約 93百万トン
（炭素換算）

3.18

2.43

943

850

＜注＞
・ＣＯ２排出量は、石炭火力発電に用いる想定石炭消費量にＣＯ２排出係数を乗じることで算出。
・想定石炭消費量(万ｔ)＝発電電力量(億kWh)×860(kcal/kWh)／6000(kcal/kg-coal)×発電効率(％)×1000 

として算出しており、現実の石炭消費量とは異なる。
・発電効率（送電端）はSC:38％、USC:41％、IGCC:48％と仮定。
・ＣＣＴ導入ケースにおける新設の際は、2014年度以前は全てUSC、2015年度以降は全てIGCCが導入されると仮定。
・既存設備のリプレースはないと仮定。

２－２．中国における２－２．中国におけるＣＣＴＣＣＴのの導入効果導入効果（（試算試算））

○ 一定の仮定を置いて試算すると、中国の電力分野におけるＣＣＴ導入により、２０３０年度には
最大で炭素換算約９３００万トンのＣＯ２排出量削減が可能。

○ 一定の仮定を置いて試算すると、中国の電力分野におけるＣＣＴ導入により、２０３０年度には
最大で炭素換算約９３００万トンのＣＯ２排出量削減が可能。
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政府対話
・環境規制（ＮＯｘ、ＳＯｘ）及び

執行の強化要請
・ＣＯ２問題の対応強化要請
・知的財産権保護の厳格化要請

ＪＢＩＣ、ＮＥＸＩ
・ＣＣＴ普及に係るファイナンス等

大学、企業団体等
・ＣＣＴニーズの発掘調査
・共同研究、モデル事業の実施
・アジアのＣＣＴ人材の育成
・炭鉱開発から石炭利用設備まで

の一体的技術普及等

企 業
・ＣＣＴ設備コストの低減
・共同研究

２－３．ＣＣＴのアジアへの普及策２－３．ＣＣＴのアジアへの普及策

アジアへの
ＣＣＴ普及

我が国から中国へのＣＣＴ普及に係る留意点

○知的財産権問題
・知的財産権が十分に保護されないほか、特許の権利化

にも長期間を要する。
○ＣＯ２問題に対する関心度
○相対的に低い環境規制水準（罰則が弱い）
○中国企業への優先発注及び新技術の国産化指導

・技術を有する外国企業は、中国企業と組み、当該中国
企業へ技術移転するよう（国産化の達成）求められる。
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３．まとめ３．まとめ

１．国内

(1) ＣＣＴの開発・普及により、石炭起源のＣＯ２排出量の伸びを

一定程度抑制することが可能。

(2) ＣＣＴ普及のためには、経済性を高めることが課題。

(3) 石炭ガス化技術を通じた水素製造等石炭利用可能分野の拡

大は、他のエネルギー調達上のﾊﾞｰｹﾞﾆﾝｸﾞﾊﾟﾜｰ強化に寄与。

２．海外

(1) 我が国ＣＣＴのアジアへの普及により、アジアの環境・エネル

ギー問題解決に大きく寄与することが可能。

(2) アジアへの我が国ＣＣＴの普及を図るには、知的財産権の保

護等、ビジネスベースで普及するために必要な環境整備が重要。

(3) 米国ＦＵＴＵＲＥＧＥＮプロジェクト等、環境に調和した石炭利用

のための国際研究協力への対応を検討する必要。


